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予算編成に当たって 

伊那市長 白鳥 孝 

私は、平成２２年の市長就任以来、「子供たちがずっと暮らせる地域、お年寄

りを尊敬し家族と一緒に暮らし続ける地域」の実現のために、「若者が集うまち

（人口増・定住促進）」「安全で安心できるまち」「誰もが生きいき暮らすまち」

「産業が地域を支えるまち」「環境と景観を大切にするまち」「未来に向けて育

むまち」の６本柱の施策を実施してまいりました。おかげさまで小中学校の耐

震化や保育園の統廃合、新ごみ中間処理施設建設等も、市民の皆様のご協力に

より着実に進んでいるところであります。懸案の人口増加策や幹線道路網の整

備も、緒についてまいりました。

ただし、これらの施策を継続的に実施するためには、財政健全化の裏付けが

必要になります。平成２２年に策定した「財政健全化プログラム」は、そのた

めの基本的かつ必要不可欠な取り組みであり、現在は当初の目標以上の成果を

生みつつあります。今年度の伊那市土地開発公社の解散も、このプログラムに

沿ったものです。このように、財政健全化の取り組みは、順調に進んでいると

ころでありますが、更なる健全化に向け、工業用地の売却や市債残高の縮減等

に取り組んでいく必要があります。

平成２６年度の予算編成は、４月２９日に市長任期を迎えることから、義務

的な経費や継続事業を中心とした骨格予算の編成といたしました。ただし、厳

しい景気や雇用の動向なども勘案して、市政に停滞を招くことのないよう配慮

いたしました。

アベノミクスにより、国全体の景気は、輸出産業を中心に一部回復が見られ

るところですが、地方経済においては、その効果はいまだ実感できるものでは

ありません。加えて消費税３％増の与える影響は、以前の消費税引き上げ後の

景気動向をみても、とても楽観視できるものではありません。

加えて、伊那市は現在、市町村合併により普通交付税や地方債の借り入れに

大きな優遇措置を受けておりますが、これが平成２８年度から徐々に少なくな

ってまいります。合併優遇措置終了後を見据えて、一層の経費削減や定員適正

化計画に基づく人件費の削減などに取り組むとともに、限られた財源の有効利

用に配慮しなければなりません。

課題が多い中ではありますが、上伊那の中核都市である伊那市の、今後ます

ますの発展を目指し、持続可能な市政運営に向けて、施策の実行に努めてまい

ります。
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  平成２６年度伊那市当初予算 

◎継続事業を中心とする骨格予算 

 

【予算編成のポイント】 

○地域経済の回復に配慮しつつ、継続事業を中心とした骨格予算 

○引き続き、財政の健全化に向けた取組みを推進 

 ・財政健全化プログラム、定員適正化計画、徴収力強化プログラムの実施 

○人口増、定住促進に向けた取組みの強化 

 ・地域おこし協力隊、集落支援員の配置による地域の活性化と情報発信 

 ・新規就農者支援事業の充実と、人口増定住促進プログラムの展開 

○山岳観光を振興するための事業の実施 

 ・南アルプス国立公園指定50周年記念事業の実施（式典、関連事業） 

 ・日本ジオパーク全国大会の開催、南アルプスの情報発信 

○将来を見据え、必要となる社会資本の整備を推進  
【重点項目】                       

 若者が集うまち（人口増定住促進）  ○地域おこし協力隊(４人)による活性化 ○集落支援員による相談窓口の充実 ○新規就農者支援事業 ○人口増定住促進プログラムの展開 ○空き家バンク活用促進事業 ○定住助成金、出産祝金事業 
 誰もが生きいき暮らすまち  ○いきいき交流施設、介護保険施設整備 ○障害者自立支援事業 ○生活困窮者自立促進支援事業 ○定期予防接種の個別接種化 ○西箕輪、伊那公民館改築事業 ○臨時福祉、子育て世帯臨時特例給付金 
 環境と景観を大切にするまち  ○南アルプス国立公園50周年関連事業 ○日本ジオパーク全国大会の開催 ○塩見小屋建設工事（継続：西駒山荘） ○新中間ごみ処理施設建設の取組み ○下水道整備推進と接続の促進 ○景観行政団体としての取組み充実 

 未来に向けて育むまち  ○子ども・子育て支援計画の策定 ○保育園の再編整備の推進 ○たかずやの里運営支援 ○信州型コミュニティスクールの実施 ○情報教育タブレット端末の導入 ○東春近小学童クラブ新築 

 産業が地域を支えるまち  ○人・農地プランの推進 ○有害鳥獣対策と農業生産基盤の整備 ○企業誘致、市内企業支援の推進 ○小黒川スマートインターチェンジの設置 ○観光協会の体制強化に向けた支援 ○さくら等地域資源を活用した誘客事業 

 安全で安心できるまち  ○新伊那消防署、広域消防本部建設負担金 ○上伊那消防広域化事業負担金  (指令センター、救急無線ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化整備) ○防災無線デジタル化（高遠町地区） ○都市計画路線 環状南線の建設推進 ○教育施設耐震化整備 
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平平平平    成成成成    ２２２２６６６６    年年年年    度度度度    当当当当    初初初初    予予予予    算算算算          〔〔〔〔予算規模予算規模予算規模予算規模〕〕〕〕        １１１１    一般会計一般会計一般会計一般会計                            ３３３３０２０２０２０２億億億億２２２２，，，，５５５５００００００００万円万円万円万円（（（（骨格予算骨格予算骨格予算骨格予算））））     

               ２５年度予算 ３２８億５，８００万円 

              （前年度予算比   ２６億３，３００万円減） 

                                           （８．０％減）               ２２２２    特別会計特別会計特別会計特別会計    〔〔〔〔６６６６会計会計会計会計〕〕〕〕        １１１１３３３３７７７７億億億億５３５３５３５３００００万円万円万円万円                            ※介護サービス事業特別会計を廃止  
               ２５年度予算 １３３億６，２９０万円（７会計） 

                     (前年度予算比    ３億４，２４０万円増） 

                                               （２．６％増）                       ３３３３    企業会計企業会計企業会計企業会計    〔〔〔〔３３３３会計会計会計会計〕〕〕〕            ８７８７８７８７億億億億８８８８，，，，００００００００００００万円万円万円万円        
               ２５年度予算 ７９億１，８３０万円 

                    （前年度予算比      ８億６，１７０万円増） 

                                             （１０．９％増）      ４４４４    全全全全        会会会会        計計計計                    ５５５５２７２７２７２７億億億億１１１１，，，，０３００３００３００３０万円万円万円万円     
               ２５年度予算 ５４１億３，９２０万円 

                  （前年度予算比     １４億２，８９０万円減） 

                                               （２．６％減） 
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増減率

％ ２６年度 ２５年度

１ 市      税 8,308,740 8,165,400 143,340 1.8 27.5 24.8

２ 地方譲与税 412,000 413,000 -1,000 -0.2 1.4 1.3

３ 利子割交付金 17,000 17,000 0 0.0 0.1 0.1

４ 配当割交付金 33,000 15,000 18,000 120.0 0.1 0.0

５ 株式等譲渡所得割交付金 2,000 2,000 0 0.0 0.0 0.0

６ 地方消費税交付金 835,000 739,000 96,000 13.0 2.8 2.2

７ ゴルフ場利用税交付金 26,000 25,000 1,000 4.0 0.1 0.1

８ 自動車取得税交付金 64,000 93,000 -29,000 -31.2 0.2 0.3

11 地方特例交付金 33,000 34,000 -1,000 -2.9 0.1 0.1

12 地方交付税 9,421,923 10,064,000 -642,077 -6.4 31.2 30.6

13 交通安全対策特別交付金 10,000 10,000 0 0.0 0.0 0.0

14 分担金及び負担金 516,189 546,624 -30,435 -5.6 1.7 1.7

15 使用料及び手数料 547,723 542,579 5,144 0.9 1.8 1.6

16 国庫支出金 2,606,950 2,589,253 17,697 0.7 8.6 7.9

17 県支出金 1,810,644 1,430,738 379,906 26.6 6.0 4.4

18 財産収入 66,372 63,980 2,392 3.7 0.2 0.2

19 寄　附　金 9,395 5,250 4,145 79.0 0.0 0.0

20 繰　入　金 183,314 91,456 91,858 100.4 0.6 0.3

21 繰　越　金 550,000 550,000 0 0.0 1.8 1.7

２２ 諸　収　入 1,453,250 1,545,020 -91,770 -5.9 4.8 4.7

２３ 市   　債 3,318,500 5,915,700 -2,597,200 -43.9 11.0 18.0

うち臨時財政対策債 1,400,000 1,400,000 0 0.0 4.6 4.3

うち臨時財政対策債 以外 1,918,500 4,515,700 -2,597,200 -57.5 6.4 13.7

30,225,000 32,858,000 -2,633,000 -8.0 100.0 100.0

区　　　　　　　　分

合                計

（１） 歳  入　

一般会計予算額一般会計予算額一般会計予算額一般会計予算額

(単位　千円)

構成比(％)

２６年度予算額 ２５年度予算額 増 減 額
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１ 市      税 143,340 個人市民税の増　 69,100千円　　　法人市民税の増　 30,800千円固定資産税の増   23,140千円　　　市たばこ税の増　20,000千円２ 地方譲与税 -1,000 地方揮発油譲与税の増　   6,000千円自動車重量譲与税の減　△7,000千円３ 利子割交付金 0４ 配当割交付金 18,000５ 株式等譲渡所得割交付金 0６ 地方消費税交付金 96,000７ ゴルフ場利用税交付金 1,000８ 自動車取得税交付金 -29,00011 地方特例交付金 -1,00012 地方交付税 -642,077 普通交付税の減　△562,077千円特別交付税の減　△80,000千円13 交通安全対策特別交付金 014 分担金及び負担金 -30,435 小鳩園通園事業負担金の減　△16,448千円保育所運営費負担金（公立）の減　△12,384千円15 使用料及び手数料 5,144 高遠無線施設使用料の減　△3,704千円　　　城址公園使用料の増　12,594千円住宅使用料の減　△7,333千円16 国庫支出金 17,697 障害者自立支援給付費負担金の増　40,000千円臨時福祉給付金給付事業補助金の皆増　154,843千円子育て世帯臨時特例給付金給付事業補助金の皆増　91,010千円地域介護・福祉空間整備等交付金の減　△167,000千円社会資本整備総合交付金の減　△113,801千円学校施設環境改善交付金の増　22,670千円17 県支出金 379,906 障害者自立支援給付費負担金の増　20,000千円安心子ども基金事業補助金の増　21,059千円介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業交付金の皆増　276,800千円経営体育成支援事業補助金の増　31,763千円参議院議員選挙委託金の皆減　△49,013千円県知事選挙委託金の皆増　44,715千円18 財産収入 2,392 市有地貸付収入の増　2,307千円　　　不動産売払収入の減　△15,434千円土地売払収入の皆増　13,852千円19 寄　附　金 4,145 総務費寄附金の皆増　5,445千円20 繰　入　金 91,858 財産区議員選挙繰入金の皆増　18,197千円市営駐車場事業特別会計繰入金の減　△15,823千円財政調整基金繰入金の皆増　85,840千円21 繰　越　金 0２２ 諸　収　入 -91,770 民生関係雑入（高齢者福祉）の減　△11,795千円民生関係雑入（高齢者介護）の減　△10,265千円(独)森林総合研究所支出金の増　40,250千円中小企業融資預託金回収金の減　△100,000千円勤労者生活資金融資預託金回収金の減　△10,000千円２３ 市   　債 -2,597,200 消防施設整備事業債の減　△2,500千円合併特例債の減　△593,000千円過疎対策事業債の減　△183,100千円公共事業等債の皆増　8,300千円緊急防災・減災事業債の皆増　223,100千円第三セクター等改革推進債の皆減　△2,050,000千円-2,633,000合                計

区　　　　　　　　分 増減額（千円） 増　減　の　主　な　理　由
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（（（（市市市市　　　　税税税税））））

増減額 増減率

２６年度 ２５年度

A B A-B

(A-B)/B

％

% %

3,827,5003,827,5003,827,5003,827,500 3,727,6003,727,6003,727,6003,727,600 99,90099,90099,90099,900 2.72.72.72.7 46.146.146.146.1 45.645.645.645.6

個人 3,214,500 3,145,400 69,100 2.2 38.7 38.5

法人 613,000 582,200 30,800 5.3 7.4 7.1

3,708,8403,708,8403,708,8403,708,840 3,685,7003,685,7003,685,7003,685,700 23,14023,14023,14023,140 0.60.60.60.6 44.644.644.644.6 45.145.145.145.1

固定資産税 3,659,200 3,634,700 24,500 0.7 44.0 44.5

国有資産等所在市町村

交付金及び納付金

49,640 51,000 -1,360 -2.7 0.6 0.6

185,800185,800185,800185,800 184,800184,800184,800184,800 1,0001,0001,0001,000 0.50.50.50.5 2.2 2.3

360,000360,000360,000360,000 340,000340,000340,000340,000 20,00020,00020,00020,000 5.95.95.95.9 4.3 4.2

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税 181,600181,600181,600181,600 182,300182,300182,300182,300 -700-700-700-700 -0.4-0.4-0.4-0.4 2.2 2.2

45,00045,00045,00045,000 45,00045,00045,00045,000 0000 0.00.00.00.0 0.6 0.6

8,308,7408,308,7408,308,7408,308,740 8,165,4008,165,4008,165,4008,165,400 143,340143,340143,340143,340 1.81.81.81.8 100.0100.0100.0100.0 100.0100.0100.0100.0市市市市　　　　　　　　　　　　　　　　税税税税　　　　　　　　　　　　　　　　計計計計

入湯税入湯税入湯税入湯税

平成２６年度

予算額

平成２５年度

予算額

軽自動車税軽自動車税軽自動車税軽自動車税

市市市市たばこたばこたばこたばこ税税税税

（単位　千円）

構 成 比

市民税市民税市民税市民税

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

区　　　　　　　　分

当初予算額対比
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83
91 93 90

81 82 81 82 83
6466
6870
7274
76

7075
8085
9095
100 （千人）(億円） 当初予算における市税計上額の推移市税人口（各年の1月1日）

6062
64

6065
70

18 19 20 21 22 23 24 25 26（年度）
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（２）歳  出 (目的別）　

２６年度 ２５年度

１　議会費 218,336 217,055 1,281 0.6 0.7 0.7

２　総務費 3,188,613 5,268,209 -2,079,596 -39.5 10.6 16.0

３　民生費 8,198,319 8,159,499 38,820 0.5 27.1 24.8

４　衛生費 4,512,715 4,447,733 64,982 1.5 14.9 13.5

５　労働費 69,991 79,318 -9,327 -11.8 0.2 0.3

６　農林水産業費 1,126,076 1,035,130 90,946 8.8 3.7 3.2

７　商工費 1,693,452 1,917,040 -223,588 -11.7 5.6 5.8

８　土木費 2,479,416 2,729,228 -249,812 -9.2 8.2 8.3

９　消防費 1,735,646 1,158,094 577,552 49.9 5.8 3.5

10　教育費 2,807,048 3,336,767 -529,719 -15.9 9.3 10.2

11　災害復旧費 7,901 6,670 1,231 18.5 0.0 0.0

12　公債費 4,157,487 4,473,257 -315,770 -7.1 13.8 13.6

14　予備費 30,000 30,000 0 0.0 0.1 0.1

  合         計 30,225,000 32,858,000 -2,633,000 -8.0 100.0 100.0

(単位　千円)

増減率

構成比(％)

区　　　　　分 ２６年度予算額 ２５年度予算額 増減額
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１　議会費 1,281２　総務費 -2,079,596 公式ホームページ再構築委託料の皆増　17,500千円土地開発公社代位弁済の皆減　△2,050,000千円防災備蓄倉庫備品の減　△10,060千円選挙関係費用の増　83,238千円３　民生費 38,820 臨時福祉給付金の皆増　154,843千円子育て世帯臨時特例給付金の皆増　91,010千円たかずやの里用地購入の皆減　△84,000千円竜東保育園建設の皆減　△712,300千円伊那北保育園建設の増　376,111千円高齢者福祉施設整備の増　98,005千円４　衛生費 64,982 一般予防の増　26,987千円中央病院負担金の増　95,136千円水道事業会計補助金の減　△21,534千円中央行政組合負担金（焼却灰処理）の皆増　85,840千円ごみ処理施設整備基金積立金の皆減　△100,000千円５　労働費 -9,327 勤労者生活資金融資預託金の減　△10,000千円６　農林水産業費 90,946 経営体育成支援事業補助金の増　31,763千円団体営土地改良事業の増　48,730千円分収造林事業の増　39,296千円鹿嶺高原作業道整備の増　22,000千円７　商工費 -223,588 中小企業融資預託金の減　△100,000千円工業団地合同排水路工事の皆減　△115,000千円８　土木費 -249,812 黒河内線国営事業負担金の減　△200,000千円土地改良区幹線道路ほか補助金の減　△15,733千円橋梁維持事業の皆減　△13,685千円環状南線整備の増　20,867千円下水道事業会計補助金の減　△45,544千円９　消防費 577,552 消防組合負担金の増　548,449千円防災行政無線デジタル化整備（高遠町地区）の増　54,591千円10　教育費 -529,719 小中学校改修事業の増　119,430千円公民館建設の減　△259,148千円東原スポーツ公園整備の皆減　△346,771千円市営野球場整備の皆減　△87,800千円11　災害復旧費 1,23112　公債費 -315,770 長期債元金の減　△259,011千円長期債利子の減　△56,759千円14　予備費 0  合         計 -2,633,000

区　　　　　分 増減額（千円） 増　減　の　主　な　理　由

9



（３）歳  出 （性質別）　

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 増減額 増減率

13,466,668 44.6 13,478,953 41.0 -12,285 -0.1

人件費 4,925,674 16.3 4,746,274 14.4 179,400 3.8

扶助費 4,383,507 14.5 4,259,422 13.0 124,085 2.9

公債費 4,157,487 13.8 4,473,257 13.6 -315,770 -7.1

2,601,957 8.6 3,731,448 11.3 -1,129,491 -30.3

普通建設事業費 2,594,056 8.6 3,724,778 11.3 -1,130,722 -30.4

補助事業費 1,216,277 4.0 1,274,059 3.9 -57,782 -4.5

単独事業費 1,377,779 4.6 2,450,719 7.4 -1,072,940 -43.8

災害復旧事業費 7,901 0.0 6,670 0.0 1,231 18.5

補助事業費 0 0.0 0 0.0 0 -

単独事業費 7,901 0.0 6,670 0.0 1,231 18.5

14,156,375 46.8 15,647,599 47.7 -1,491,224 -9.5

物件費 3,982,278 13.2 3,859,506 11.8 122,772 3.2

維持補修費 203,163 0.7 200,658 0.6 2,505 1.2

補助費等 6,634,641 22.0 7,777,357 23.7 -1,142,716 -14.7

積立金 90,811 0.3 462,177 1.4 -371,366 -80.4

貸付金 998,800 3.3 1,110,000 3.4 -111,200 -10.0

繰出金 2,216,682 7.3 2,207,901 6.7 8,781 0.4

予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

30,225,000 100.0 32,858,000 100.0 -2,633,000 -8.0

比　　　　較区　　　　　　　　分

義務的経費

投資的経費

その他

(単位　千円、％)

２６年度予算額 ２５年度予算額

合　　　　計

予　　　　　　　　算　　　　　　　　額
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-12,285人件費 179,400 退職手当の増　168,591千円扶助費 124,085 障害者自立支援給付費の増　80,000千円　　　児童扶養手当の増　7,576千円生活保護費の増　15,000千円　　　子ども医療費給付（市）の増　8,300千円公債費 -315,770 長期債元金の減　△259,011長期債利子の減　△56,759-1,129,491普通建設事業費 -1,130,722補助事業費 -57,782 高齢者福祉施設整備事業費の増　98,005千円市有林整備事業費の増　24,990千円防災施設整備事業費（防災行政無線等）の増　90,471千円小中学校改修事業費の増　73,230千円公民館建設事業費の減　△272,557千円体育施設整備事業費の減（市営野球場等）　△91,848千円単独事業費 -1,072,940 竜東保育園建設費の皆減　△712,300千円伊那北保育園建設費の増　375,811千円体育施設整備費の減（東原スポーツ公園等）　△334,590千円道路改良負担金等の減（黒河内線等）　△193,350千円工業団地合同排水路工事費の皆減　△115,000千円たかずやの里用地購入費の皆減　△84,000千円団体営土地改良補助金の増　40,930千円災害復旧事業費 1,231補助事業費 0単独事業費 1,231-1,491,224物件費 122,772 予防接種等委託料の増　33,500千円評価替準備委託料の減　△26,315千円市営住宅管理委託料の増　20,305千円公式ホームページ再構築委託料の皆増　17,500千円県知事、県議会議員、市長、市議会議員選挙費用の増　42,606千円維持補修費 2,505補助費等 -1,142,716 土地開発公社代位弁済の皆減　△2,050,000千円消防組合負担金の増　548,449千円中央行政組合負担金（焼却灰処理）の皆増　85,840千円臨時福祉給付金経費の皆増　143,033千円子育て世帯臨時特例給付金経費の皆増　88,560千円積立金 -371,366 職員退職手当積立金の減　△267,373千円ごみ処理施設整備基金積立金の減　△100,000千円貸付金 -111,200 勤労者生活資金融資預託金の減　△10,000千円中小企業融資預託金の減　△100,000千円繰出金 8,781 国保直診特会繰出金の減　△21,101千円　　介護保険特会繰出金の増　48,796千円介護サービス事業特会繰出金の皆減　△13,988千円予備費 0

区　　分 増減額（千円） 主　な　増　減　の　理　由義務的経費
投資的経費

その他

合　　　　計
11



伊那市平成伊那市平成伊那市平成伊那市平成２６２６２６２６年度一般会計当初予算案年度一般会計当初予算案年度一般会計当初予算案年度一般会計当初予算案

地方消費税交付金

835

2.8%

分担金及び負担金

516

1.7%

使用料及び手数料

548

1.8%

繰越金

550

1.8%

その他

856

2.8%

（単位 百万円）

市 税

8,309

27.5%

県支出金

1,811

6.0%

諸 収 入

1,453

4.8%

地方消費税交付金

835

2.8%

歳入合計歳入合計歳入合計歳入合計

市 債

3,318

国庫支出金

2,607

8.6%

1,811

6.0% 歳入合計歳入合計歳入合計歳入合計

３０３０３０３０，，，，２２５２２５２２５２２５百万円百万円百万円百万円

前年度比８．０％減

地方交付税

9,422

31.2%

市 債

3,318

11.0%

315.9 

323.4 

306.5 

328.6 

320 

340 

億

円

当初予算規模の推移

三セク債20.5
315.9 

323.4 

306.5 

292.8 

297.6 

292.4 

295.3 

302.3 

260 

280 

300 

320 

三セク債20.5

308.1

200 

220 

240 

260 

※平成２２年度は、当初が骨格予算だったため、６月補正予算（肉付け予算）を加算して記載しています。

※平成２６年度は、骨格予算のみ記載しています。

200 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
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民生費8,19827.1%
衛生費4,51314.9%公債費4,15813.8%総務費3,18910.6%

教育費2,8079.3%
土木費2,4798.2%
消防費1,7365.8%
商工費1,6935.6%農林水産業費1,1263.7% その他3261.0%

歳出合計歳出合計歳出合計歳出合計（（（（目的別目的別目的別目的別））））
３０３０３０３０，，，，２２５２２５２２５２２５百万円百万円百万円百万円

（単位 百万円）

前年度比８．０％減

貸付金 その他
人件費4,92616.3% 扶助費4,38314.5%公債費4,15713.8%補助費等6,63522.0%

物件費3,98213.2%
普通建設事業費2,5948.6%
繰出金2,2177.3% 貸付金9993.3% その他3321.0%

歳出合計歳出合計歳出合計歳出合計((((性質別性質別性質別性質別））））３０３０３０３０，，，，２２５２２５２２５２２５百万円百万円百万円百万円前年度比８．０％減

（単位 百万円）
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 増減率     ％30,225,000 32,858,000 -2,633,000 -8.0  国民健康保険 6,552,400 6,557,200 -4,800 -0.1  国民健康保険直営診療所 252,300 286,500 -34,200 -11.9  後  期  高  齢  者  医  療 761,500 703,400 58,100 8.3 介　護　保　険 5,908,900 5,533,500 375,400 6.8 介護サービス事業 0 41,900 -41,900 -100.0  市営駐車場事業 19,300 34,300 -15,000 -43.7  簡易水道事業 210,900 206,100 4,800 2.3 特別会計合計　　         ② 13,705,300 13,362,900 342,400 2.6

特
別
会
計

      一般会計                   ① ２５年度予算額 （単位　千円)会計別予算額会計別予算額会計別予算額会計別予算額　　　　　　　　会        計        名 ２６年度予算額 増　減　額

 特別会計合計　　         ② 13,705,300 13,362,900 342,400 2.6 水　道　事　業 2,507,500 2,438,500 69,000 2.8 下　水　道　事　業 6,212,800 5,422,300 790,500 14.6 自動車運送事業 59,700 57,500 2,200 3.8 企業会計合計  　　       ③ 8,780,000 7,918,300 861,700 10.9                  ①＋②＋③ 52,710,300 54,139,200 -2.6 -1,428,900 
企業会計 合               計
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-2,633,000  国民健康保険 -4,800 後期高齢者支援金等の減、保険給付費の増 国民健康保険直営診療所 -34,200 総務費の減後 期 高 齢 者 医 療 58,100 後期高齢者医療広域連合納付金の増 介　護　保　険 375,400 保険給付費の増 介護サービス事業 -41,900 会計廃止 市営駐車場事業 -15,000 経営管理費の減 簡易水道事業 4,800 経営管理費、建設改良費の増 特別会計合計 342,400

増　減　の　主　な　理　由      一般会計
特　　　　別　　　　会　　　　計

会        計        名 増減額（千円）

 特別会計合計 342,400 水　道　事　業 69,000 営業費用の増、建設改良費の減 下　水　道　事　業 790,500 営業費用、企業債償還金の増 自動車運送事業 2,200 営業費用の増、建設改良費の減 企業会計合計 861,700
企業会計

合               計 -1,428,900
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特別会計、企業会計の平成２６年度当初予算の主な内容

２６年度当初 ２５年度当初 増 減 額

国民健康保険 予算規模（0.1％減） 6,552,4006,552,4006,552,4006,552,400 6,557,2006,557,2006,557,2006,557,200 -4,800-4,800-4,800-4,800

 （歳入） 

   国民健康保険税 1,293,600 1,290,600 3,000

   国庫支出金 1,520,675 1,398,640 122,035

   県支出金 353,307 328,400 24,907

   療養給付費交付金 447,161 546,359 -99,198

   共同事業交付金 648,925 610,000 38,925

   前期高齢者交付金 1,813,112 1,791,307 21,805

   繰入金 464,298 583,352 -119,054

   諸収入　　ほか 11,322 8,542 2,780

 （歳出）

   総務費 99,904 100,760 -856

   保険給付費 4,460,456 4,393,014 67,442

   後期高齢者支援金等 845,030 916,151 -71,121

   介護納付金 396,841 371,362 25,479

   共同事業拠出金 644,526 665,526 -21,000

   保健事業費 86,170 80,503 5,667

   諸支出金　　ほか 19,473 29,884 -10,411

国保直営診療所 予算規模（11.9％減） 252,300252,300252,300252,300 286,500286,500286,500286,500 -34,200-34,200-34,200-34,200

 （歳入） 

   診療収入 114,090 120,651 -6,561

   繰入金 110,684 132,150 -21,466

　サービス収入 19,265 20,291 -1,026

　使用料及び手数料　　ほか 8,261 13,408 -5,147

 （歳出）

   総務費 164,724 190,239 -25,515

   医業費 25,037 30,707 -5,670

   公債費 50,396 50,424 -28

   鍼灸費 8,102 7,990 112

   施設整備費　　ほか 4,041 7,140 -3,099

後期高齢者医療 予算規模（8.3％増） 761,500761,500761,500761,500 703,400703,400703,400703,400 58,10058,10058,10058,100

 （歳入）

　後期高齢者医療保険料 576,090 522,379 53,711

   繰入金 184,554 180,205 4,349

   諸収入　ほか 856 816 40

 （歳出）

   総務費 29,817 32,723 -2,906

   後期高齢者医療広域連合納付金 730,912 669,911 61,001

   諸支出金
771 766

5

(１)特別会計 (単位　千円)

会   計   名 主      な      内      容

予        算        額
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２６年度当初 ２５年度当初 増 減 額介護保険 予算規模（6.8％増） 5,908,9005,908,9005,908,9005,908,900 5,533,5005,533,5005,533,5005,533,500 375,400375,400375,400375,400 （歳入）   保険料 1,091,754 1,072,811 18,943   国庫支出金 1,390,844 1,307,629 83,215   支払基金交付金 1,645,139 1,545,973 99,166   県支出金 846,102 798,232 47,870   繰入金 898,597 799,723 98,874   サービス収入　　ほか 36,464 9,132 27,332 （歳出）   総務費 119,335 116,452 2,883   保険給付費 5,585,466 5,265,400 320,066   地域支援事業費 168,642 146,016 22,626　介護サービス事業費 33,507 0 33,507   予備費　　ほか 1,950 5,632 -3,682予算規模（皆減：会計廃止） 0000 41,90041,90041,90041,900 -41,900-41,900-41,900-41,900 （歳入）   サービス収入 0 27,912 -27,912   繰入金 0 13,988 -13,988 （歳出）   サービス事業費 0 37,548 -37,548　 公債費 0 3,352 -3,352   予備費 0 1,000 -1,000市営駐車場事業 予算規模（43.7％減） 19,30019,30019,30019,300 34,30034,30034,30034,300 -15,000-15,000-15,000-15,000 （歳入）   繰入金 0 15,700 -15,700   諸収入 19,300 18,600 700 （歳出）   経営管理費 18,300 33,900 -15,600   予備費 1,000 400 600簡易水道事業 予算規模（2.3％増） 210,900210,900210,900210,900 206,100206,100206,100206,100 4,8004,8004,8004,800 （歳入）   使用料及び手数料 76,648 78,498 -1,850   繰入金 95,937 90,908 5,029   市債 38,000 36,400 1,600   諸収入 315 294 21 （歳出）   経営管理費 62,327 59,907 2,420　 建設改良費 51,206 47,340 3,866   公債費 96,367 97,853 -1,486   予備費 1,000 1,000 0

介護サービス事業

(単位　千円)主      な      内      容会   計   名 予        算        額
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（２）企業会計 ２６年度当初 ２５年度当初 増 減 額水道事業 収  〔収入〕                  （15.2％増） 1,691,6001,691,6001,691,6001,691,600 1,468,3001,468,3001,468,3001,468,300 223,300223,300223,300223,300   営業収益 1,434,278 1,434,847 -569益    営業外収益　　ほか 257,322 33,453 223,869 〔支出〕                  （20.2％増） 1,741,3001,741,3001,741,3001,741,300 1,449,0001,449,0001,449,0001,449,000 292,300292,300292,300292,300的    営業費用 1,423,270 1,228,158 195,112   営業外費用　　ほか 318,030 220,842 97,188 〔収入〕                  （53.9％減） 192,000192,000192,000192,000 416,800416,800416,800416,800 -224,800-224,800-224,800-224,800資    企業債 85,700 155,500 -69,800   分担金及び負担金 104,354 218,939 -114,585　補助金 1,946 42,361 -40,415本  〔支出〕                  （22.6％減） 766,200766,200766,200766,200 989,500989,500989,500989,500 -223,300-223,300-223,300-223,300   建設改良費 266,747 405,554 -138,807的    企業債償還金 486,953 474,946 12,007   第７次整備事業　　ほか 12,500 109,000 -96,500下水道事業 収  〔収入〕                  （33.5％増） 3,136,1003,136,1003,136,1003,136,100 2,349,2002,349,2002,349,2002,349,200 786,900786,900786,900786,900   営業外収益 1,970,340 1,265,955 704,385益    営業収益　　ほか 1,165,760 1,083,245 82,515 〔支出〕                  （25.9％増） 3,205,2003,205,2003,205,2003,205,200 2,546,4002,546,4002,546,4002,546,400 658,800658,800658,800658,800的    営業費用 2,399,349 1,768,061 631,288   営業外費用　　ほか 805,851 778,339 27,512 〔収入〕                  （1.5％増） 1,917,9001,917,9001,917,9001,917,900 1,888,7001,888,7001,888,7001,888,700 29,20029,20029,20029,200資    企業債 1,387,500 1,383,600 3,900   補助金  ほか 530,400 505,100 25,300本  〔支出〕                  （4.6％増） 3,007,6003,007,6003,007,6003,007,600 2,875,9002,875,9002,875,9002,875,900 131,700131,700131,700131,700   企業債償還金 2,187,449 2,041,366 146,083的    建設改良費　ほか 820,151 834,534 -14,383 〔収入〕                  （19.1％増） 64,30064,30064,30064,300 54,00054,00054,00054,000 10,30010,30010,30010,300収    営業収益 62,700 52,500 10,200益    営業外収益 1,600 1,500 100的  〔支出〕                  （10.6％増） 59,70059,70059,70059,700 54,00054,00054,00054,000 5,7005,7005,7005,700   営業費用 54,038 51,900 2,138   営業外費用 ほか 5,662 2,100 3,562 〔収入〕 0000 0000 0000資 0 0 0本  〔支出〕                  （皆減） 0000 3,5003,5003,5003,500 -3,500-3,500-3,500-3,500的    建設改良費 0 3,500 -3,500
自動車運送事業

(単位　千円)会  計  名 主      な      内      容 予        算        額
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（単位　千円）借入予定額5,800377,40020,9002,00019,00024,20019,80019,8004,90026,4002,40052,1004,60032,900642,0008001,500160,7002,8004,7001,424,700252,400878,3001,228,1001,753,3001,438,600825,400918,4001,605,70010,324,900借入総額／借入可能額＝ 58.3%

環境衛生施設整備（火葬場）
道路等整備（環状南線）
学校教育施設整備（中学校耐震整備）
教育施設整備（学童クラブ）

道路等整備（スマートインター）学校教育施設整備（小学校耐震整備）学校教育施設整備（小学校改修）

合併特例事業債対象事業合併特例事業債対象事業合併特例事業債対象事業合併特例事業債対象事業

(参考：平成２１年度合計額)
合計(参考：平成１８年度合計額)(参考：平成１９年度合計額)(参考：平成２０年度合計額)

事業内容児童福祉施設整備（児童福祉施設管理）児童福祉施設整備（伊那北保育園建設）児童福祉施設整備（東春近保育園建設）

教育施設整備（体育施設整備）

道路等整備（舗装改良（既存道路））

消防施設整備（常備消防）消防施設整備（消防施設整備）公民館施設整備（公民館建設）

道路等整備（交通安全施設）道路等整備（特定路線）道路等整備（道路改良負担金等）
学校教育施設整備（中学校改修）
消防施設整備（防災施設管理）

(参考：平成２３年度合計額)
借入可能額：１７，７２０，０００千円（～平成３２年度）総　　　　　 計
(参考：平成２２年度合計額)(参考：平成２４年度合計額)(参考：平成２５年度合計額・見込)
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（単位　千円）借入予定額150,8001,1002,6001,00023,6001,90044,7003,0001,20028,4001,8001,30040,200110,90038,0003,8003002,10041,90017,0007,800261,700325,600334,000280,800216,800176,400287,400234,700254,9002,372,300

児童福祉施設整備（児童福祉施設管理）

学校教育施設整備（小学校改修）学校教育施設整備（中学校改修）学校教育施設整備（中学校下水道関連整備）
企画政策（世界遺産推進）企画政策（南アルプス50周年）

観光施設整備（観光施設管理）

出産祝金（出産祝金）国保直診会計繰出分（国保直診会計繰出金）

林道整備（南アルプス林道維持管理）山荘管理（山荘管理）

　(参考：平成２３年度合計額)
観光振興（観光イベント）

消防施設整備（防災施設管理）定住対策（地域振興）ソフトソフトソフトソフト分分分分
基盤整備促進（団体営土地改良）

過疎対策事業債対象事業過疎対策事業債対象事業過疎対策事業債対象事業過疎対策事業債対象事業

　(参考：平成２１年度合計額)
合計　(参考：平成１８年度合計額)

事業内容ハードハードハードハード分分分分農業公園整備（農業公園管理運営）林道整備（林道事業）
道路整備（特定路線）学校教育施設整備（小学校耐震整備）

　(参考：平成２５年度合計額・見込)
　(参考：平成１９年度合計額)　(参考：平成２０年度合計額)

総　　　　　計
　(参考：平成２２年度合計額)　(参考：平成２４年度合計額)
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（単位　千円）事業内容 申請額補助終了 0合計 0　（参考：平成１８年度合計額） 241,585　（参考：平成１９年度合計額） 77,200　（参考：平成２０年度合計額） 22,000　（参考：平成２１年度合計額） 19,215　（平成２２年度以降） 0　　　　　　　総　　　　　計 360,000
（単位　千円）事業内容 申請額道路地図デジタル化（道路河川管理） 34,650合計 34,650　（参考：平成１８年度合計額） 2,630　（参考：平成１９年度合計額） 66,030　（参考：平成２０年度合計額） 29,660　（参考：平成２１年度合計額） 38,400　（参考：平成２２年度合計額） 38,400　（参考：平成２３年度合計額） 38,400　（参考：平成２４年度合計額） 21,115　（参考：平成２５年度合計額・見込） 39,060　　　　　　　総　　　　　計 308,345

（（（（国国国国））））市町村合併推進体制整備費補助金対象事業市町村合併推進体制整備費補助金対象事業市町村合併推進体制整備費補助金対象事業市町村合併推進体制整備費補助金対象事業

（（（（県県県県））））市町村合併特例交付金対象事業市町村合併特例交付金対象事業市町村合併特例交付金対象事業市町村合併特例交付金対象事業

補助金可能額：３６０，０００千円（～平成２７年度）

交付金可能額：６００，０００千円
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１　合併特例債の活用 借入予定額 交付税措置額平成１８年度 252,400 176,680平成１９年度 878,300 614,810平成２０年度 1,228,100 859,670平成２１年度 1,753,300 1,227,310平成２２年度 1,438,600 1,007,020平成２３年度 825,400 577,780平成２４年度 918,400 642,880平成２５年度 1,605,700 1,123,990平成２６年度 1,424,700 997,290合　　計 10,324,900 7,227,430借入可能額：１７，７２０，０００千円（～平成３２年度）２　過疎対策事業債の活用 借入予定額 交付税措置額平成１８年度 325,600 227,920平成１９年度 334,000 233,800平成２０年度 280,800 196,560平成２１年度 216,800 151,760平成２２年度 176,400 123,480平成２３年度 287,400 201,180平成２４年度 234,700 164,290平成２５年度 254,900 178,430平成２６年度 261,700 183,190合　　計 2,372,300 1,660,610３　合併補助金(国）の活用 （単位　千円）事業費 補助金額平成１８年度 241,585 241,585平成１９年度 77,200 77,200平成２０年度 22,000 22,000平成２１年度 19,215 19,215合　　計 360,000 360,000補助金可能額：３６０，０００千円（～平成２７年度）４　合併特例交付金（県）の活用 （単位　千円）事業費 補助金額平成１８年度 2,630 2,630平成１９年度 66,030 66,030平成２０年度 29,660 29,660平成２１年度 38,400 38,400平成２２年度 38,400 38,400平成２３年度 38,400 38,400平成２４年度 21,115 21,115平成２５年度 39,060 39,060平成２６年度 34,650 34,650合計 308,345 308,345交付金可能額：６００，０００千円 （単位　千円）
平成１８年度 648,815

平成１９年度 991,840

平成２０年度 1,107,890

平成２１年度 1,436,685

平成２２年度 1,168,900

平成２３年度 817,360

平成２４年度 828,285

平成２５年度 1,341,480

平成２６年度 1,215,130

合　計 9,556,385

（充当率：９５％、交付税措置率７０％）　　　　　　　（単位　千円）

（充当率：１００％、交付税措置率７０％）　　　　　　（単位　千円）

合　併　効　果　の　試　算
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実質公債費比率の推移22.021.0 20.8● 19.920.0 ● 19.5● 19.019.0 ●18.0 ↑ ●17.617.0 ●16.0 16.3◆ ●15.0 ■ 15.114.0 13.4 13.2◆ ◆13.0 12.812.3 ◆■ 12.012.0 11.8 ◆■ 11.2■ 11.211.0 ◆10.5■ 10.210.0 9.9 ◆■

実質公債費比率（３年平均）がこのライン（18.0）を超えると、起債に県知事の許可が必要15.715.1

〇　財政指標等

（１）財政指標の推移（決算実績）

実質公債費比率（３年平均）

■全国市区町村平均
◆県内１９市平均

■ 9.29.0 ■H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24将来負担比率の推移200 197.3▲190 180.4180 ▲170 162.2160 ▲150140130 ▲120 125.8110.4 ▲110 ■ 115.2101 ▲100 ■ 92.8 101.291.4 90.2 ■90 ◆ ◆ 85.6◆ 79.780 ■69.7 69.270 ◆ ■60.8 60.060 ◆ ■◆ 56.0H19 H20 H21 H22 H23 H24
■全国市区町村平均◆県内１９市平均

平成１９年度の公表当時の数値は114.2％でしたが、算出方法が現在と異なっていたため、再計算した結果を比較のため載せてあります。
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（２）平成２６年度における財政指標等

市債残高 単位：千円２４年度末 ２５年度末 ２６年度末残高 残高見込額 起債見込額 元金償還額 増減額 残高見込額一般会計 32,794,882 35,051,478 3,318,500 3,780,731 -462,231 34,589,247国保直診特別会計 240,420 192,753 0 48,247 -48,247 144,506簡易水道特別会計 1,126,155 1,089,295 38,000 73,175 -35,175 1,054,1201,366,575 1,282,048 38,000 121,422 -83,422 1,198,626水道事業会計 6,671,251 6,439,631 85,700 486,953 -401,253 6,038,378下水道事業会計 38,361,563 37,671,206 1,387,500 2,187,449 -799,949 36,871,25745,032,814 44,110,837 1,473,200 2,674,402 -1,201,202 42,909,63579,194,271 80,444,363 4,829,700 6,576,555 -1,746,855 78,697,508
基金残高 単位：千円２４年度末 ２５年度末 ２６年度末 市民１人当たり残高 残高見込額 残高見込額3,125,122 3,693,716 3,607,876873,753 1,726,155 1,726,155減債基金

２６年度

492,318円

市債残高（一般会計）

※介護サービス特別会計は平成２５年度末に廃止。同会計の市債は一般会計に合算されています。
特別会計　計

公営企業会計　計合　　計
財政調整基金一般会計分

1,022,290 1,379,838 1,466,6012,048,406 2,054,039 2,054,03933,392 44,935 31,585169,020 167,654 160,334121,815 122,149 122,149276,670 276,565 262,4631,391,573 1,558,611 1,523,8559,062,041 11,023,662 10,955,057
主な財政指標等 ２４年度決算 ２５年度 ２６年度当初財政力指数 0.48 0.48 0.48市債依存度 9.8% 15.3% 11.0%実質公債費比率 15.1% 14.2% 13.7%将来負担比率 101.2% 97.9% 93.5%

備考26見込み25・26見込み25・26見込み

職員退職手当基金まちづくり基金ふるさと応援基金

25・26見込み

492,318円

基金残高（一般会計）

155,926円

合　　　計
84,730円

基金残高（一般会計）557,523円

ふるさと創生基金地域振興開発基金過疎地域振興基金その他特定目的基金 市債残高（一般会計）※合併当時(H17年度末）の金額
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一 般 会 計
下水道事業会計
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①実質公債費比率（３年平均）平成２１年度 平成２７年度 平成３５年度
19.0% → 13.2% 13.7%　　（当初目標）16.5%

②将来負担比率

（３）財政健全化プログラムにおける財政指標目標値の見直しと今後の推移見込み

13.2
17.6 16.3 15.1 14.2 13.7 13.5

16.5
13.014.015.016.017.018.019.020.0

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

％
実質公債費比率（３年平均）の推移見込み健全化プログラムによる目標値（H22.11月設定）

健全化プログラムによる目標値（H25.11月修正）実質公債費比率（H25以降推計値）
②将来負担比率平成２１年度 平成２７年度 平成３５年度

162.2% → 86.2% 81.4%　　（当初目標）120.0%
162.2

86.2

162.2
125.8 115.2 101.2 97.9 93.5 87.4

162.2
120.0

8595105115125135145155165

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

％
将来負担比率の推移見込み健全化プログラムによる目標値（H22.11月設定）

健全化プログラムによる目標値（H25.11月修正）将来負担比率（H25以降推計値）
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③市債残高（臨時財政対策債を除く）平成２１年度 平成２７年度 平成３５年度
289億円 → 215億円 132億円　　（当初目標）220億円

④基金残高（一般会計に属する基金）

289

215
289 269 244 225 237 230 219220200210220230240250260270280290300

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

億円 起債残高の推移見込み（臨財債を除く）健全化プログラムによる目標値（H22.11月設定）
健全化プログラムによる目標値（H25.11月修正）

起債残高（H25以降推計値）
④基金残高（一般会計に属する基金）平成２１年度 平成２７年度 平成３５年度

60億円 → 1２３億円 1２５億円　　（当初目標）80億円

60

123

60 71 79 91 110 119 127

60 80
5560657075
80859095100105110115120125130

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

億円 基金残高の推移見込み（一般会計分）

基金残高（H25以降推計値） 健全化プログラムによる目標値（H25.11月修正）
健全化プログラムによる目標値（H22.11月設定）
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○ 平成２６年度当初予算における効果額　　約１．０億円○ 平成２６年度当初予算において見直し等を行った主な事項と効果額事業名 効果額（千円）全体 4,351241 文書管理 500251 庁舎管理 4,410261 車両管理 793245 広報 900252 財産管理 7,320114 会計一般事務 504331 交通安全対策 6001791 霊園 1,1601641 保健センター 1,2331624 健康診査 8001666 健康づくり 5001126 在宅高齢者日常生活支援 3002411 中小企業振興 1,2402412 商工振興 15,7002415 産業立地 13,8523402 市営住宅施設維持 1,0195101 小学校管理 22,000小学校保健・給食運営 9,920小中学校管理 1,5005571 給食運営 9,2005446 高遠町総合福祉センター 1,890

財政健全化への主な取り組み

霊園使用料の増加
市報発行ページ数及びカラー印刷の見直しによる市報作成費用の削減需用費の削減

時間外勤務手当の削減（選挙関係を除く）

管理方法の変更による管理経費の削減と使用料の増

鳥居沢工業団地用地の売却による土地売払収入の増加市営住宅の管理委託に伴う経費の削減校務技師４名を非常勤職員化
給食技師３名を非常勤職員化栄養士１名及び養護士１名の退職を非常勤職員で補充太陽光発電売電収入の増加
市営駐車場事業特別会計繰出金の終了登山バス南アルプス体験事業の廃止公衆浴場設備改善事業補助金ほかの廃止

    財政健全化プログラムによる取り組み

車両の５台減による維持管理費の削減通信運搬費の削減
不動産売払い収入
本庁舎管理業務の分割発注による委託料の減
交通安全指導員の人数減による指導員報償の削減
一部個人負担金の見直しイベント見直しによる健康まつりの廃止健康センターへの借地料有料化による財産貸付収入の増加
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